
1 

 

令和４年度 事業計画書 

 

活動の指針 

令和 4 年度（以下「今年度」という。）においては、一般法人法等の関連法案及び定款 

に遵守した会の運営に務めるとともに、定款に定める目的を達成するため、教育・学術・

文化の振興に関する各種事業を着実に実施する。 

これら事業の実施にあたっては、本会の財政事情が昨年度と同様に厳しい状況が見込ま 

れることから、事業内容を精査し、一層の経費節減を図るものとする。 

平成 10 年の授賞制度改正以降、今年度で 25 回目を迎えるアカデミア賞表彰事業は、昨 

年度と同様に、会員に対し文化、社会及び国際の各部門における受賞候補者の推薦を募り、

アカデミア賞選考委員会の選考を経て、理事会において受賞者を決定する。授賞式は、慣

例により 2 月に開催する。 

今年度が第 11 回となるアカデミア教育研究助成事業については、昨年度に準じて作成 

した応募要項を、会員のほか各都道府県及び政令指定都市の各教育委員会並びに関係教育

機関等へ送付するとともに、本会HP にも掲載するなど広く周知に努め、アカデミア教育

研究助成選考委員会の選考を経て、理事会において決定する。 

 本会事業の重要な役割を果たしている会誌ACADEMIA は、2011 年 3 月の東日本大震 

災及び東京電力福島第 1 原発事故を契機として主に環境問題を取り上げてきたが、今年度

も各分野の関係者の協力を得て、引き続きこの課題に取り組むとともに更なる充実を図る。 

本部主催の講演会として、恒例のアカデミア賞受賞記念講演のほか、詳細は未定だが、 

公開シンポジウムを開催する。 

 

主な事業 

１．教育・学術・文化の振興のための顕彰及び助成 

  定款第 4 条第 1 号に定める事業「教育・学術・文化の振興のための顕彰及び助成」を

達成するため、次の事業を展開する。 

１）「アカデミア賞授賞」事業の実施 

わが国及び世界の文化（教育・学術）、社会、国際交流のそれぞれの分野において著

しく貢献した優れた人材に対し、その栄誉と功績を称えるとともに今後のさらなる活

躍の期待を込め、アカデミア賞を授与する。 

【アカデミア賞選考日程】】 

・ 4 月    アカデミア賞選考委員会の設置 

公募方法の検討 

・ 7 月～8 月 公募 
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・ 10 月    選考・決定（於：選考委員会） 

・ 11 月    決定（於：理事会） 

   ・ 2 月    アカデミア賞授賞式・記念講演 

２）「アカデミア教育研究助成」事業の実施 

   日本の小学校、中学校、高等学校及び大学における教育改善の研究に携わり、その

研究に基づき、自らが教育現場で教育改善を実践し、顕著な教育効果を挙げていると

認められる教員個人、教員グループに対して助成する。 

【アカデミア教育研究助成選考日程】 

・ 4 月    アカデミア教育研究助成選考委員会の設置 

      応募要項の作成・発送等 

・ 7 月～ 9 月 公募 

・ 10 月     選考・決定（於：選考委員会） 

・ 11 月     決定（於：理事会） 

・ 2 月     アカデミア賞授賞式において発表と贈呈 

 

２．教育・学術及び文化に関する講演会及びセミナー等の開催  

  定款第 4 条第 2 号に定める事業「教育・学術及び文化に関する講演会及びセミナー等

の開催」を達成するため、次の事業を展開する。 

１）本部主催（共催）講演会等 

  9～11 月 公開シンポジウム開催予定（タイトル、日時等、詳細未定） 

  2 月 アカデミア賞受賞記念講演 

２）支部主催講演会 

  8 月 沖縄  沖縄支部夏季講演会 

  2 月 沖縄  沖縄支部新春講演会 

 ３）その他 

各支部、法人会員等の要望に応え、逐次講演会等を開催する。 

 

３．機関誌の刊行 

  定款第4条第3号に定める事業「機関誌等の刊行」を達成するため、「会誌ACADEMIA」

を年 5 回発行する。  

【会誌ACADEMIA の発行】 

№186 2022. 4：2022 年沖縄シンポジウム「琉球の島々から日本の行く末を見据え

る」 

№187 2022.  7：「絶滅危惧種円卓会議～絶滅危惧種と森里海～）」 



3 

 

№188 2022. 10：「ふるさと創生における開拓者精神－遠野・気仙、京都、神戸を 

中心として－」 

№189 2022. 12：「未 定」 

№190 2023. 2：「令和 4 年度アカデミア賞」 

 

４．その他、目的を達成するために必要な事業 

  定款第 4 条第 4 号に定める事業「その他、目的を達成するために必要な事業」を達成

するため、関連する事業を逐次実施する。 


